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機密性２情報
水害リスクの高まりとその認識の必要性
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近畿地方整備局

○気候変動の影響などにより、今後も大規模な洪水被害の発生が想定される。
○住民一人ひとりがその危険性を認識し、自らの命を守る行動に繋げていくことが必要。
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1976 1981 1986 1991 1996 2001 2006 2011 2016

（回/

1時間降水量50mm以上の年間発生件数（アメダス1,000地点あたり） 1時間降水量100mm以上の年間発生件数（アメダス1,000地点あたり）

■この30年間で、時間雨量50mmを上回る大雨の発生件数は約1.4倍、時間雨量100mmは約1.7倍に増加。

1976～1985
平均 1.9回

2008～2017
平均 3.2回

約1.7倍

※気象庁資料より作成 ※気象庁資料より作成

【平成27年9月関東・東北豪雨】

鬼怒川の堤防決壊による浸水被害
（茨城県常総市）

【平成30年7月豪雨】

小田川における浸水被害
（岡山県倉敷市）

【令和元年東日本台風】

千曲川における浸水被害状況
(長野県長野市)

■近年では毎年のように全国各地で自然災害が頻発し、甚大な被害が発生。

⇒「施設では防ぎきれない大洪水は
発生するもの」へと意識の変革。

⇒気象庁が初めて気候変動の影響に言及。
「情報共有プロジェクト」発足の契機。

⇒広域で同時多発的な水害の情報発信や伝達に課題。
住民の適切な避難に資する情報発信の向上が必要。



機密性２情報
住民の避難行動に対する課題
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近畿地方整備局

○平成30年7月豪雨や令和元年東日本台風(台風第19号)では、同時多発的かつ広範囲に甚大な
被害が発生。
○浸水想定区域内での被災や避難が遅れたことによる被災があり、住民の「自らの命は自らが守
る」の意識啓発の取組は十分とはいえない。

最初に避難するきっかけになったのは何か 避難する際に参考にした情報は何か

（広島県、岡山県、愛媛県の被災者３１０人対象）

⇒身に危険が差し迫るま
で避難を決断していない

⇒半数近くの人が災害リスク情報に関心
を示していない。

資料）NHKWEB：「西日本豪雨１か月 「今後の住まい」に不安被災者アンケート（ 2018年8月6日 5時06分）より国交省作成

周辺の環境
の変化

特になし
46.10%33.5%

平成30年7月豪雨 ＮＨＫ被災者アンケート
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住民自らの行動に結びつく水害・土砂災害ハザード・リスク情報共有プロジェクト
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近畿地方整備局

○国土交通省では、水害情報などの提供・伝達方法を充実させることを目的に、平成30年10月に
「住民自らの行動に結びつく水害・土砂災害ハザード・リスク情報共有プロジェクト」を立ち上げ、同
年12月にプロジェクトリポートをとりまとめた。

情報を発信する行政、情報を伝えるマスメ
ディア、ネットメディア関係者等が、互いの
特性を活かした対応策、連携策を検討。
主な論点を、右記課題1～課題3とし、33項
目の取組がまとめられた。

課題1 より分かりやすい情報提供のあり方は

課題2住民に切迫感を伝えるために何ができるか

課題3 情報弱者に水害・土砂災害情報を伝える方法とは



機密性２情報
「住民自らの行動に結びつく水害・土砂災害ハザード・リスク情報共有プロジェクト」レポートの概要
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近畿地方整備局

＜地域・行政＞
新潟県見附市、常総市防災士連絡協議会、

国土交通省水管理・国土保全局、道路局道路交通管理課
高度道路交通システム推進室、気象庁予報部業務課
＜放送事業者・関連団体＞
エフエム東京、日本放送協会、日本民間放送連盟、
日本ケーブルテレビ連盟、気象キャスターネットワーク
＜新聞団体＞
全国地方新聞社連合会
＜ネット・SNS事業者＞
グーグル、ヤフー、LINE、Twitter Japan、
ソフトバンク、KDDI、NTTドコモ
＜行政関連団体＞
道路交通情報通信システムセンター、
マルチメディア振興センター

第1章 プロジェクトの趣旨

Ｂ：災害情報我がことプロジェクト
⑧地域防災コラボチャンネルの普及促進
⑨水害リスクラインによる地先毎の危険度情報の提供
⑩ダム下流部のリスク情報の共有
⑪ダムの状況に関する分かりやすい情報提供
⑫天気予報コーナー等での地域における災害情報の平常時からの積極的
解説
⑬テレビ、ラジオ、ネットメディア等と連携した「マイ・タイムライン」の普及促進
⑭マイ・ページ ～一人一人が必要とする情報の提供へ～
⑮スマホアプリ等の活用促進に向けた災害情報コンテンツの連携強化

Ａ：災害情報単純化プロジェクト
①水害・土砂災害情報統合ポータルサイトの作成
②ＤｉＭＡＰＳによる災害ビッグデータを含む事前情報・被害情報の一元表示
③一元的な情報伝達・共有のためのＬアラート活用
④「ワンフレーズ・マルチキャスト」の推進
⑤災害情報（水害・土砂災害）用語・表現改善点検会議の実施
⑥天気予報コーナー等での水害・土砂災害情報の平常時からの積極的解説
⑦災害の切迫状況に応じたシームレスな情報提供

Ｃ：災害リアリティー伝達プロジェクト
⑯河川監視カメラ画像の提供によるリアリティーのある災害情報の積極的な
配信

⑰道路利用者に対するリアリティーのある災害情報の提供
⑱水害・土砂災害情報を適切に伝えるため専門家による解説を充実

Ｄ：災害時の意識転換プロジェクト
⑲住民の避難行動のトリガー情報の明確化
⑳緊急速報メールの重要性の住民への周知
㉑緊急速報メールの配信文例の統一

Ｅ：災害情報メディア連携プロジェクト
㉒新聞等の紙メディアとネットメディアの連携
㉓テレビ等のブロードキャストメディアからネットメディアへの誘導
㉔様々なメディアでの行政機関の災害情報サイトの活用
㉕災害情報のＳＮＳへの発信力の強化
㉖行政機関によるSNS公式アカウントを通じた情報発信の強化
㉗ハッシュタグの共通使用、公式アカウントのリンク掲載による情報拡散
㉘ＳＮＳ等での防災情報発信及びリツイート
㉙災害の切迫状況に応じたシームレスな情報提供【再掲】
㉚地方におけるメディア連携協議会の設置
㉛水害・土砂災害情報のオープンデータ化の推進

Ｆ：地域コミュニティー避難促進プロジェクト
㉜「避難インフルエンサー（災害時避難行動リーダー）」となる人づくり
㉝登録型のプッシュ型メールシステムによる高齢者避難支援 「ふるさと
プッシュ」

㉞電話とAＩを用いた災害時高齢者お助けテレフォンの開発
㉟道路利用者に対するリアリティーのある災害情報の提供【再掲】

3.2 災害情報の一元化・単純化による分かりやすさの追求
・気象、水害・土砂災害等の情報一元化
・一目で概況がわるような情報発信
・災害情報の「ワンフレーズ・マルチキャスト化」
・発信情報の地名や観測所の読み仮名付与
・プッシュ型情報をきっかけにブロードキャスト型情報から、リッチな
プル型情報に簡単にシームレスに遷移できる体系を構築

3.3 災害情報のローカライズの促進と個人カスタマイズ化の実現
・個人の行動を意識したブロードキャストメディア（テレビ・ラジオ）、
ネットメディアでのローカル情報の提供
・住民一人一人が情報を入手しやすくするよう、ネットメディアによる個人
カスタマイズ機能の提供

3.4 画像情報の活用や専門家からの情報発信など切迫感と
リアリティーの追求
・河川監視カメラ画像等を活用したリアリティーのある河川情報の提供
・国土交通省の職員等の専門家によるリアルタイムな解説、状況の切
迫性の伝達

3.5 災害モードへの個々の意思を切り替えさせるトリガー情報
の発信
・トリガー情報の定義によるメディアのメッセージの切り替え
・緊急速報メールが「生命に関わる緊急性の高い情報」であることを住
民に理解を促す

3.6 災害情報の入手を容易にするためのメディア連携の促進
・メディア特性を考慮したメディア間の誘導による住民が情報を入手し
やすい環境の創出
・テレビ、ラジオからの二次元コードやハッシュタグを通じたネット情報
への誘導
・地方における行政機関と地方のメディアの連携強化

3.7 地域コミュニティーの防災力の強化と情報弱者へのアプローチ
・地域の自主防災組織の長、防災士、自治会の長等の地域の防災リー
ダーになりうる人に正しく、切迫感のある情報を届ける
・親（高齢者）等が住むふるさとの危険情報を離れた子にメールで通知
するよう事前に登録し、子が電話等で避難を促す仕組みづくり

第３章 逃げ遅れゼロへのチャレンジ
「水害・土砂災害が迫る中で我々にできること」

平成30年7月豪雨において、浸水想定区域など事前に
危険情報が与えられていた地区で多くの被災者発生。
こうした状況を踏まえ、情報を発信する行政に加えて、情
報を伝える機能を有するマスコミ、ネットメディアの関係者
などが、「水防災意識社会」を構成する一員として、広範性、
即時性、双方向性、一覧性、高参照性などそれぞれが有
する特性を活かした対応策、連携策を検討し、住民避難行
動に結びつく災害情報の提供・共有方法を充実し、速やか
にその実施を図ることを目的に、プロジェクトを立ち上げ。

〇参加団体

第２章 平成30年7月豪雨にみる住民への
情報共有上の課題

①より分かりやすい情報提供のあり方は
②住民に切迫感を伝えるために何ができるか
③情報弱者に水害・土砂災害情報を伝える方法とは

・住民に危険性を示す情報、避難を促す情報も発信したに
もかかわらず、避難行動につながらず、亡くなった方が多
かった。
・住民は、身に危険が迫るまで避難を決断していない。
・災害情報に関心を示していない状況で、情報が直接的に
避難に結びついていない。
・各種の警告情報が流れる中、どのタイミングで逃げれば
よいのかわからない。
・平成30年7月豪雨で亡くなった方の大多数は高齢者。
・隣の人や消防団に避難をすすめられるまで、避難してい
ない。

プロジェクトの論点 本プロジェクトでは、４回のワーキングを開催し、参加者からそれぞ
れの災害に関する取組事例を紹介頂き、情報に関する課題や新たな
連携の可能性について意見交換を実施。
各参加者による具体的な取組事例については、プロジェクトレポート
に詳述。

第４章 プロジェクトメンバーの取組
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3.1 プロジェクトのミッション。我々にできること

第5章 住民自らの行動に結びつける
新たな6つの連携プロジェクト



機密性２情報滋賀県内の過去の避難状況
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平成２５年台風１８号の滋賀県内の避難状況
避難対象者１６万人に対し実避難者９千人・・・およそ６％弱

出典：平成２５年台風１８号における被害状況と県の対応について

琵琶湖河川事務所
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洪水情報のプッシュ型配信イメージ

携帯電話事業者（NTTﾄﾞｺﾓ、KDDI・沖縄ｾﾙﾗｰ、

ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ（ﾜｲﾓﾊﾞｲﾙ含む））
洪水予報作成・発表
（地方整備局等）

河川管理者（国）・
気象庁

関係市町村、報道機関等メール・
FAX等

一般住民

緊急速報メール洪水情報

追加!! 追加!!

テレビ・ラジオ
インターネット等

従来 従来

洪水予警報文の発表、緊急速報メール配信
川の防災情報（気象情報、河川カメラ、河川水位）の公開

これまでの情報提供の改善状況
琵琶湖河川事務所
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これまで各防災機関で様々な情報提供の改善を進めてきている

近年の災害において住民の避難につながらず逃げ遅れが生じている

地域としての防災力の底上げ＜逃げ遅れゼロへ＞

【情報発信者】

行政

【情報伝達者】

メディア

住民

身近な存在であるメディアの発信力により住民に助かってもらいたい

地域におけるメディア連携の実施について 琵琶湖河川事務所


